
本稿は近代縫製新聞に連載の「アパレル

縫製産業苦境脱出へ」と題する論説の第

経済工学リサーチ １００号特集（平成 18年 10月 5日発行）
主宰 河内 保二 の内容に加筆し、図表写真を挿入したも

のである。（平成 18年 10月 25日）

１．デフレ脱却宣言で明るい日本経済

日本経済は、理想的な安定成長局面に入りつつあるといわれる。日銀によるデフレ脱却宣

言も近く、国内の需要と供給の差を表す需給ギャップや消費者物価指数など物価関連の指

標が着実に上向いているためで、日本経済のデフレは 1998 年から始まったとされ、脱却
は約 8年ぶりとなる。雇用情勢も明るく、7月失業率 4.1％に低下し、有効求人倍率は 1.09
倍となったと発表された。2006年 10月の時点で、景気拡大期間が「いざなぎ景気」を抜

き、戦後最長となることが確実視されているといわれる。

２．景気回復に取り残される繊維・アパレル業界

日本経済のデフレ脱却と共に繊維・アパレル業界の苦境脱却が期待されるのだが、現状は

次のように厳しさが続いている。日本の繊維製造業はいまだに縮小の歯止めがかからない

といわれ、繊維の伸びを予想する企業は

少ないと報じられている。天然繊維では

産地の疲弊が目立ち、化学繊維では汎用

品は利益の出る構造にない状態という。

紡績では繊維事業の苦戦が続いている。

テキスタイル製品では品物の良し悪しよ

り値段だけが問題という（コモディティ）

業界になってしまったと嘆いている。染

色加工場はすでに倒産、廃業するところ

が続発している。コスト上昇を吸収しき

れなくなったためだ。染色業界は存亡の

危機にあると報じられるほどだ。このよ

うに国内の紡績、織布、染色・整理加工

場は中国をはじめとする東南アジア諸国

に追い上げられ不振を極めている。これ

を経産省の平成 18 年 7 月の繊維・生活
用品統計による繊維工業の動向でみる

と、平成 12年を 100として 7月生産（季節調整済指数）で繊維は 63.8%に縮小し、衣類は



47.9%と半減以下になっている。さらに平成 18 年の商業販売統計によると、全体の小売業
販売額は平成 16 年 7 月を底としてプラスに転じているが、織物・衣類・身の回り品では
プラス転化が遅れており、本年に入ってからも小売業販売額は前年比 1 月が 3.6%減、2 月
2.5%減、3 月 1.9%減、4 月 2.4%減、5 月 2.5%減、6 月 1.5%減、7 月 1.3%減、8月 1.6%減
というように不振続きであり、繊維・アパレル業界の苦悩は深い。日本経済の景気回復が

明らかになる中に、統計数字を見て、産地の嘆きを聞いてどこまで減少が続くのかと心配

し、他の業種がよくなっているだけに、繊維・アパレル産業が苦境のまま取り残され、不

況残留業種の衰退業界になってしまうのではないかと一段と懸念されるのである…。

日本だけでなく、韓国でも繊維産業は「斜陽産業」と考えられているようだ。1990 年代ま
では年間 200 億ドル（約 2 兆 3400 万円、総輸出の 23%）に達していた繊維輸出も、今で
は 140 億ドル（約 1 兆 6400 億円）程度にまで落ち込んで、苦境の最中にある。韓国繊維
は、生産設備の海外移転により国内企業の輸出と生産が減少する見通しで、韓国経済の先

行きに対する内外エコノミストの見方は厳しい。中国の急成長と日本の回復の狭間にあっ

て、韓国経済がさらに没落することを予想する。大統領の指導力不足や政策の不在、原油

高、長期の労使紛争、弱い内需と投資低迷――などを理由に、アジア経済大国からの脱落

予言も聞かれる。産業資源部は、2015 年を目標に「素材大国の実現に向けた発展ビジョン
と戦略」も発表しているが、敬遠される長期投資と人材育成を伴うだけに、果たして巻き

返し成るかと懸念されている。

３．繊維離れ、衣服離れの事例

アメリカの大手繊維企業であったデュポン社がその繊維部門を子会社のインビスタ社に統

合した上で、コーク・インダストリーズ社に売却し、繊維離れして業界を驚かせたのは、

2004 年 4 月 30 日のことであった。繊維事業に見切りを付けたこのケースは日本の業界に
も追随が見られるようになった。この４月の大手繊維商社やメーカーの機構改革では、「繊

維」から「ライフスタイル」や「ブランド」へ、そして「衣」から「医」を含む資材関連

への流れが急だと報じられ、繊維原料や衣料用繊維に頼っていては経営の発展はない、と

する組織の変革だといわれている。合繊メーカーの繊維事業はファッション衣料分野を縮

小し、機能性が生きる分野を強化するのが基本戦略としている。原料の石油価格の高騰は

合繊生産を益々厳しくする。

衣料用を中心に国内産地がますます疲弊しており、特に川中のテキスタイル製造業は、輸

入品に食われ数量減少に歯止めがかからず、これを原料高の製品安が追い討ちをかける格

好で、存続の危機ともいわれ、紡績各社に共通した動きとして、非繊維事業の拡大が上げ

られる。大学も繊維学部のあるのは信州大一校になってしまった。ファッション衣料離れ

はますます加速すると見られている。

４．中国に完敗でお手本モデルの消滅

これまで日本の繊維・アパレル業界はビジネスモデルをアメリカやヨーロッパに求めてき

た。しかし、最近はこれらの国が 2005年 1月 1日より発効したWTO輸入規制撤廃による
中国の輸出品激増に追い上げられて、完敗してお手本とならなくなった。



●アメリカ流モデルは 1960 年代にアパレル産業の最盛期を迎えて、労働集約的繊維・ア
パレル製品が盛んに輸出され、産業のお手本と見られた。これは経済学的に、「レオンチ

ェフのパラドックス」という学説から裏付けられたと見ることができる。この学説では、

一般に資本の豊富な国は資本集約的商品を輸出し、労働集約的商品を輸入すると考えられ

ていたのに、当時のアメリカは労働集約的商品を輸出し、資本集約的商品を輸入するとい

う逆の現象が見られたことから、経済学者ワシリー・レオンチェフの唱えた逆説である。

しかし、その後はアメリカの繊維・アパレル産業は衰退の道を辿ることになり、最近の状

況は縮小の一途である。2006 年 3 月に失業率は 4.7 パーセントまで改善し、経済全般が
211,000 人の雇用を増加したのに、米国衣服製造業者と織物製造業者にとって、傾向はす
べて下り坂であった。織物工場は 3,100 人減で 203,000 人の雇用となり、織物製品工場が
1,200人減で 173,100 人の雇用となり、衣服製作者が 300減で 253,000人の雇用となった。
アメリカでも繊維・アパレル製造業の苦境は続いており、アメリカ経済の活況を横目に取

り残されている。アメリカ流モデルはお手本とならなくなった。直近の統計データもこの

状況を明らかにしている。国際競争力ランキングではアメリカは１位から６位に落ち、Ｅ

Ｕ向け繊維・アパレル製品輸出国ランキングでは１２位（金額ベース、トンベースでは１

０位）と振るわない。

●イタリア流モデルがこれに代わって、お手本とみなされるようになった。イタリアでは

2004年の数字で、繊維が 1.4 兆円、家具が 1.2 兆円、食品が 0.7 兆円の輸出超過、そして 2005
年の数字で、フランスでは食品が 0.9 兆円の輸出超過、スウェーデン、フィンランドとい

った北欧諸国でも家具が輸出超過産業となっている。また、これらの欧米諸国では、低価

格品の輸入も多いため、各商品分野ごとの貿易収支では輸入超過となっていても、輸出額

は日本よりも大幅に大きく、輸出産業としての国際競争力を有している─と経産省「2006
年新経済成長戦略」で述べている。イタリアの繊維産業が国際競争力の点で、日本の繊維

産業のお手本モデルのように取り上げられている感じである。しかし、2005 年のイタリア
経済成長率は 0％であった。06 年の経済成長率は 1.0～ 1.5％程度とみられている。イタ
リアの不景気はヨーロッパの中でも際だっており、「欧州の病人」といわれ、現状どうに

もならない状態に追い込まれているようだ。イタリアの繊維産業も日本と同様、中国から

の安い製品が流入し、厳しい状況を強いられており、産地は行き詰まりを見せているとい

う。このような現地の情報により、イタリアでは国際競争力低下や財政赤字拡大等の構造

的問題が根本的に解決しておらず、景気回復局面にマイナスの影響を与えると見られてい

たところに、さらに、去る 8 月 30 日のニューヨーク外国為替市場で、欧州通貨のユーロ
が対円で一時、1 ユーロ＝ 150 円 44 銭まで上昇し、1999 年のユーロ導入以来の最高値を
更新したというニュースである。日本向け伊ブランド品にとっては大打撃となっている。

イタリアの宝飾ブランド「ブルガリ」は今年に入ってユーロ高により販売価格を 3-4%値
上げしている。イタリア経済の不況脱出の方はユーロ高が暫く続くという観測もあり、構

造不況の根が深く、容易ではないとの見方が強い。伊繊維機械セクタは回復のきざしを見

せるというニュースが 10 月 2 日に次のように伝えられた。イタリア繊維機械製造協会
(ACIMIT)によると、イタリア繊維機械輸出は上半期に 9 億 41 百万ﾕｰﾛ(11 億 9000 万米ド
ル)以上となり、6%の増加となったという。やっと明るいニュースであるが、景気回復に
はほど遠い。イタリア流モデルもこうしたことと、中国からの輸入品に完敗となったこと



で、お手本とならなくなってしまった。その状況を直近の統計データが明らかにしている。

スイスの IMD（国際経営開発研究所）およびWEF（世界経済フォーラム）は、相次いで 2006
年の国際競争力の国別ランキングを公表した｡ＷＥＦの発表した世界経済競争ランキング

でイタリアは 42位に落ち、対米貿易では上位を中国に奪われ、本年上半期の数字でイタ

リアはアパレル輸出が１５位、繊維輸出が５位であった。2006 年の時点で、お手本のビジ
ネスモデルは日本の業界が自ら切り開き、打ち立てなくてはならない現実となっている。

2002 年の日本の世界経済競争力は 30 位だった。スイスの世界競争力ランキングによれ
ば、1980 年には総合１位であったのが、2002 年には主要 49 ヶ国中、総合 30 位、過去
最低となった。因みにイノベーション関連の詳細項目を見ると、起業家精神 49 位、有
能なマネジャー 46 位、大学教育 49 位、会社設立 48 位、経営者層 45 位、知識移転 41
位、競争の規制 33 位であった。ｱｼﾞｱではシンガポール、香港、台湾、マレーシア、韓
国より下位、中国 31 位に肉薄されていた。当時、国際競争力強化の要因としてのイノ
ベーション環境について日本の社会構造はイノベーションを切り開くベンチャー企業に

は非好意的であると指摘されていた。その概況は次のようであった。＊社会主義的構造

（規制、浪費型政策、官僚主導）、＊大学の研究（実社会への無関心、非協力）、＊教

育（マネジメントとビジネス教育欠如、ベンチャー教育なし）、＊社会風土（流動性の

低さ、社会的連携意識の低さ、横並び意識）、＊ベンチャー精神の低さ ─こうした条

件が構造改革により打開が図られることになった。イノベーションの研究を企業化する

ための「大学発ベンチャー」設立を 2001 年に経産省は 1000 社計画を打ち出し、2006
年には 1500 社を超えた。しかし、経営感覚の薄さや資金不足に悩むケースが多く、そ
の足腰は決して強いとはいえないといわれる。構造改革の結果が「大学発ベンチャー」

設立ではひとまず目標を超えた数字を示している。こうした結果、2006 年のランキン
グでは日本は７位となった。アジアではシンガポールが 5位、日本が 7位にランク付け
されて主導し、香港(11)と台湾(13)がすぐこれに続いている。これらの経済は高質なイ
ンフラストラクチャー、柔軟で効率的市場、健全で教養がある労働力、およびハイレベ

ルの技術的態勢と革新的能力によって特徴付けられているというＷＥＦの評価である。

2006年は今度はイタリアが 42位に落ちて苦境にある。イタリアの競争状態は、2006年
のリポートで 4 位低下させて 42 位に落ち、ここ数年にわたる一貫した下降傾向が続い
ていた。問題の項目は多い。イタリアの潜在的なマクロ経済環境はこの 2000 年以来続
いて財政赤字に陥ったことのため弱体化している。財政状態は 2000 年以来ずっと厳し
く悪化しており、公債レベルは GDP の 100%のかなり上で、世界で最も高い水準のな
かにある。イタリアの財政の貧窮な状態は、財政支出効率、政府規制の重荷、およびよ

り一般に公共の企業組織の質などの要因のために低いランキングで示される、より根深

い制度上の問題をそれ自身反映しているかもしれないと、ＷＥＦは評価している。

世界経済フォーラム（ＷＥＦ）が発表した 2006 年-07 年世界経済競争力ランキングで、ラ
ンキングベストテンは以下の通り（カッコ内は昨年度ランク）。１位スイス(4)、２位フィ
ンランド(2)、３位スウェ―デン（7）、４位デンマーク(3)、５位シンガポール（5）、６位



米国(1)、７位日本（10）、８位ドイツ（6）、９位オランダ（11）、１０位英国（9）となり、
香港 11、ノルウェー 12、 台湾 13 、アイスランド 14 、イスラエル 15 、フランス 18(12)、
韓国 24 、マレーシ 26、イタリア 42(38)、インド 43で、南ア 45、中国 54、メキシコ 58、
ロシア 62であった。



IMD版の日本の国際競争力順位は全 61カ国（地域含む）中 17位（昨年版では 60カ国中 21
位）、WEF版の順位は全 125カ国中 7位（昨年版では 10位）である｡それぞれの「競争力」
の概念をみると、IMD は国の競争力を考えるに際し、「企業の活動を支援する環境がどの
程度整っているか」という観点を重視し、WEF は、「技術を含めた経済や国のシステム全
体」としての競争力を考えている｡ランキングの作成においては、両機関とも公表されて

いる各種統計データと、独自に行うアンケート調査の結果を組み合わせることによる｡



ＥＵ向け繊維・アパレル製品の輸出は次の通りで、順位で日本は２０位（金額ベース、ト

ンベースでは２２位）であり、中国１位、インド３位、インドネシア６位、台湾７位、韓

国８位、USA １２位（金額ベース、トンベースでは１０位）、香港１３位、タイ１５位に
対しても、劣勢にある。



繊維・アパレル製品輸出から見た日本の繊維・アパレル産業の順位は、２００６年前半期

で米国向けアパレルは５１位、繊維は８位、繊維製品は１９位となっている。

USA 2006年前半期 USA 2006年前半期
アパレル製品主輸入国と輸入額（千ドル） ＵＳＡ繊維主輸入国と輸入額 （千ドル）

World Total 34,570,619 Wor ld Total 3,713,335
China 8,277,123 Canada 498,191
Mexico 2,741,711 China 530,312
India 1,873,945 South Korea 304,208
Indonesia 1,699,404 Mexico 282,909
Viet Nam 1,544,827 Italy 268,564 ５位

Hong Kong 1,401,614 Pakistan 229,278
Bangladesh 1,334,256 Taiwan 169,973
Honduras 1,196,173 Japan 190,329 ８位

Philippines 960,464 India 171,784
Cambodia 950,299 Germany 137,646
Thailand 899,559 United Kingdom 83,675
Guatemala 849,557 Turkey 74,837
Sri Lanka 823,534 Israel 78,776
Dominican Republic 759,719 France 74,176 １４位

Italy 727,414 15位 Thailand 57,802
Canada 681,684 Indonesia 83,396
Pakistan 663,384 Belgium 45,433
Macau, SAR of China 636,386 Brazil 45,993
El Salvador 621,052 Spain 30,026
Jordan 575,475 Switzerland 37,798
Taiwan 488,103 Netherlands 33,932
South Korea 482,597 Hong Kong 11,558
Peru 391,899 New Zealand 14,089
Nicaragua 381,992 Luxembourg 20,912
Turkey 357,138 Australia 12,811
Malaysia 320,782 Greece 17,186
Egypt 289,148 Malaysia 18,800
Colombia 238,676 Finland 13,965
Costa Rica 222,254 Portugal 10,980
Haiti 204,614 Austria 10,563
Lesotho 171,674 Sweden 8,506
Israel 128,736 Egypt 9,680
Kenya 122,402 Malta 11,638
France 118,511 ３４位 United Arab Emirates 10,125



Madagascar 102,663
United Arab Emirates 97,959 ＵＳＡ繊維製品主輸入国と輸入額（千ドル）

United Kingdom 68,129 ３７位 Wor ld Total 7,192,999
Singapore 68,066 China 3,092,353
Swaziland 62,669 India 912,143
Brunei 58,448 Pakistan 750,662
Mauritius 56,701 Mexico 370,556
Romania 51,139 Canada 276,613
Mongolia 49,033 Turkey 221,905
Morocco 48,671 Brazil 155,112
Bahrain 46,087 South Korea 131,544
Portugal 45,929 Portugal 93,349
Brazil 45,616 Thailand 85,713
Switzerland 39,807 Taiwan 92,123
Russian Federation 34,544 Egypt 94,633
Bulgaria 32,422 Italy 69,664 １３位

Japan 32,094 ５１位 Belgium 79,798
Nepal 29,970 Iran 64,071
Jamaica 26,793 Israel 61,320
Tunisia 25,790 United Kingdom 62,922 １７位

South Africa 25,149 Bangladesh 62,766
Germany 23,870 Japan 43,322 １９位

Spain 23,676 Germany 36,985
Poland 19,677 Netherlands 32,217
Turkmenistan 17,480 France 29,650 ２２位

Namibia 17,358 Indonesia 25,398
Bolivia 16,882 Spain 24,833
Botswana 15,259 Viet Nam 29,553
Australia 12,746 Philippines 23,969
Slovenia 12,481 Hong Kong 18,398
Argentina 12,323 Nepal 18,540
Oman 11,938 Colombia 18,738
Chile 10,573 Czech Republic 16,251
Ukraine 10,511 Sri Lanka 19,185
Moldova, Republic of 10,457 Bahrain 10,702
Belize 10,123

５．中国リスクの浮上

中国の当面のリスクは人件費の上昇である。昨年は、全国の労働者の平均給与が前年比 14.1



％増と跳ね上がった。今年は地方政府ごとに決める労働者の最低賃金の大幅アップが相次

いでおり、この引き上げは、胡錦濤政権の弱者保護政策にも沿ったものだとされる。給与

水準で全国トップの上海市が約９％増で、広州、北京、天津、大連など外資の集中する各

都市も軒並み二ケタ台の引き上げを決めたと報じられている。中国華東地域や華南地域で

は、産業構造の転換を進めたい政府の後押しもあり、毎年のように最低賃金が上昇するな

どコスト上昇圧力が高まっている。この動きを受けて、ベトナムでは日本向け、米国向け

とも新規縫製工場の進出が続いており、従来の韓国、台湾、日本以外に香港や中国本土、

タイからも進出が始まっているという。生産拠点を中国からベトナムなどへ移すことも考

えなくてはならない時期を迎えている。さらに、中国の 10 年後のリスクとして考慮すべ
きは、中国社会全体のリスクと中国ビジネスのリスクの 2 つがあるという。前者はサーズ
感染のような公衆衛生問題と環境破壊問題のリスクであり、後者は現在主流の労働集約的

仕事が変わるリスクで、政府の保護下でデザイン・研究開発、ブランド構築といった次の

ステージに移ろうとすることであり、国際競争力強化のため、ハイテク産業優先といった

選別姿勢を強めるのではないかとの見方もある。従って、中国に対してはそうしたリスク

に備えた経営戦略が必要ということであり、日本の繊維・アパレル業界が今後とも中国を

頼りとして製造して行けるかどうかよくよく考えなければならない。

６．アパレル縫製産業の今後の縮小

繊維ビジョンとして 2003 年 7 月、産業構造審議会繊維分科会でとりまとめられた「日本
の繊維産業が進むべき方向ととるべき政策」では内在する弱点について分析し、次のよう

に述べている。日本の繊維産業は、多品種少量生産の必要性が指摘されてきたが、量産体

質を根強く残している。しかし、2006 年以降は、我が国の総人口は減少し、特に 15 歳か
ら 60 歳の主力購買層が大きく減少する。このため、金額ベースは景気の如何によるもの
の、数量ベースでは国内市場が縮小していくと予想される。数量ベースで国内市場が縮小

し、川中企業において後継者が不在の割合が６～７割程度に及ぶことも考慮すれば、当面、

企業数等の減少は避けられない。これまで過去 10 年間、繊維製造業の事業所数と従業員
数は、それぞれおよそ４割、５割減少した。また、60歳以上の経営者の割合は 7割程度以
上と見込まれる。さらに、中国の繊維産業が急速な発展を続けている。これらを考慮すれ

ば、日本の繊維産業にとって先行きは極めて厳しいものがある。このような日本の繊維・

アパレル産業の今後の縮小については、野村総研では、「縮小するアパレル産業での競争

力強化の方向」（2005年 12月発表）、「2010年に 7-8兆円へ縮小する日本のアパレル小売市
場規模」（2006 年 2 月発表）などで予測している。人口減少や高齢化、所得の 2 極化など
の要因によりアパレル市場規模は 2000年の 9.6兆円から 2010年には 6.8-8.5兆円に縮小す
ると見込んでいる。

７．なぜ弱体したか

●「日本の繊維産業 なぜ、これほど弱くなってしまったのか」と題する一橋大学商学部

伊丹敬之教授他著の本がある。伊丹教授は前述審議会繊維産業分科会基本政策小委員会長

を努めた。本書の内容は、かつてリーディング産業であった繊維産業がいまあえいでいる。



これが日本産業の未来の姿なのか、再生の道はあるのか。多角的な分析によりその本質に

鋭く迫るとして、次の目次により解説する。

総論 日本産業の先駆けか、例外か

１章 栄光と凋落と―日本の繊維産業の概要と小史

２章 国際環境の変化と日本の輸出入、海外進出

３章 小さすぎる規模、複雑すぎる構造―川上・川中の産業構造

４章 進む技術、迷走する戦略―川上・川中の技術と戦略

５章 内向きの構造、弱いつながり―アパレル産業の構造とつな

がり

６章 「逃げる」と「借りる」―アパレル産業の戦略と技術

７章 地域社会か、国際競争力か―揺れ動く繊維政策

日本の花形産業だったアパレルから合繊・紡績までを含む繊維産業はなぜ凋落の一途をた

どったのか。同書によると、次の 3つの原因を上げている。
①政府の過保護政策

②合繊業界など川上主導の産業構造

③欧米ブランド頼みのアパレル業界の企画力不足

日本繊維産業側の見方と比べると、ずいぶん厳しい観点に立って分析している。

●繊維ビジョンでは、日本の繊維産業にとって、今後５年間は、最後の改革期間であり、

この間に構造改革を本格的かつ集中的に行うことが必須であるとし、次の項目を実施する。

①構造改革の推進…中小繊維製造事業者自立事業の実施

②技術開発の推進

③人材育成の推進

●そして、経産省製造産業局は去る 5 月 26 日、次期繊維ビジョンとして「日本の繊維産
業が進むべき方向と取るべき政策（繊維ビジョン）」を検討し、2006年内に取りまとめる

ことを明らかにした。日本繊維産業連盟（前田勝之助会長）は 10 月３日、タスクフォー
スの初会合を開き、08 年度以降における繊維政策の基本となる新繊維ビジョンの検討を業
界として正式にスタートした。業界団体などからの提案を受け、早ければ２月にも産業構

造審議会繊維産業分科会（馬場彰会長）を開き、基本政策小委員会を新設して正式な審議

を開始、08 年度予算要求や政策に反映させるため、策定のめどを 07 年 5 ～ 6 月に設定、
実質的な議論は基本政策小委員会で行い、産業構造審議会繊維産業分科会が最終決定する

としている。

●これに対して考えなければならないのは、政策の具体性である。繊維ビジョンにはこれ

まで方向や政策が示されても具体的な数値目標や達成への工程表が設定されず、従って政

策結果の検証も行われず、つまり使い捨て政策となっていて、何度でも効果のなかった政

策項目が採用されるという欠陥が引き継がれている。厚生労働省は、たばこを吸う成人を

減らすため、2010 年度までに達成すべき喫煙率の引き下げの数値目標を新設する方針を固
めたというが、繊維ビジョンでも一例を挙げれば輸出額の数値目標を掲げるなどして具体

性を持った産業政策に脱皮させる機会とすべきではなかろうか。衣服製造業でいえば、平

均給与が工業全体平均給与の半分以下で最低の現状を、かっての池田内閣の倍増政策にな

らって引き上げるなどが重要であろうと思っている。本文では、数値目標設定に役立つよ



うにできるだけ最近発表された輸出の数値や国際競争力の観点での国別順位、工業業種別

付加価値額や付加価値労働生産性の数値を示して参考となるようにしている。

８．低付加価値は低装備の指摘

我が国では、繊維、木製品、食品等の産業は、労働集約的で付加価値が低く国際競争力が

弱いと考えられ、実際、輸入超過産業（繊維 2 兆円、家具 0.5 兆円、食品 1 兆円の輸入超
過）となっている。そしてアパレル縫製産業は工業業種が 24 ある中で、付加価値労働生
産性が最低になってしまっている。下表は従業員 10 人以上の事業所を対象として、工業
全体を含めて 25 業種の付加価値労働生産性（付加価値を従業員数で割った値）について
順位を示している。最下位グループに繊維工業、なめし革・同製品・毛皮製造業、そして

衣服・その他繊維製品製造業となっている。これでは産業として存続することは困難であ

ると指摘されることになるのである。

平成 17年工業統計（従業員 10人以上の事業所）付加価値労働生産性順位
No 工業業種 付加価値 No 工業業種 付加価値 No 工業業種 付加価値

労働生産性 労働生産性 労働生産性

１ 石油 3685 １０ 窯業 1334 １８ 印刷 1044
２ 化学工業 3306 １１ パルプ 1323 １９ 金属 988
３ 飲料・煙草 3239 １２ 一般機械 1293 ２０ 木材 836
４ 鉄鋼 2995 １３ 電機 1221 ２１ 家具 829
５ 輸送機器 1638 １４ その他 1190 ２２ 食品 809
６ 情報機器 1595 １５ ゴム 1157 ２３ 繊維 781
７ 非鉄金属 1479 １６ 精密機械 1145 ２４ なめし革 652
８ 電子機器 1424 １７ ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 1071 ２５ 衣服 429
９ 工業全体 1362 万円 万円

万円

平成 16 年工業統計（従業員 4 人以上の事業所）による繊維工業の付加価値労働生産性、
平均給与、装備費（設備費を従業員数で割った額）の表

工業業種 付加価値労働生産性 平均給与（年収） 装備費

万円 万円 万円

工業全体 1255 437 856
繊維工業全体 715 337 525
化学繊維 628 334 865
染色整理 769 361 545

ここで平均給与（年収）を見ると、繊維工業が 300 万円台、衣服・その他繊維製品製造業
で 200 万円前後という低水準であり、工業業界の中の最低水準となっている。これでは繊



維・アパレル製造業界に有能な人材といっても、この業界に希望する人は極めて少ないだ

ろう。先ず、このような状態を打開しなければならない。

平成 16 年工業統計（従業員 4 人以上の事業所）による衣服・その他繊維製品製造業の工
業の付加価値労働生産性、平均給与、装備費（設備費を従業員数で割った額）の表

工業業種 付加価値労働生産性 平均給与（年収） 装備費

万円 万円 万円

衣服・その他 411 214 138
織物衣服 357 197 102
ニット衣服 392 210 119
下着 361 202 125
和装 442 221 115
その他衣服 500 235 204
その他繊維 531 249 216
分類のない製品 445 243 128

それには付加価値を高めなければならない。この課題については次のように取り上げられ

ている。

●慶応義塾大学では経済学部辻村和佑教授と溝下雅子特別研究員の論説「わが国繊維産業

の現状と課題」で次のように分析している。繊維産業といえば我が国で産業空洞化の進行

が著しい業種であり、分析結果によれば、最終工程である縫製工程の付加価値生産性の低

さが産業全体の空洞化を招いている点が指摘される。付加価値労働生産性を国際比較した

ところ、国際的に比較劣位にあり、この原因として生産性向上に不可欠な資本設備の恩恵

に欲していないことがあげられる。付加価値生産性と資本装備率の分析では、次の比較優

位指標（付図25続き）に示されるように、資本装備率が 1 上昇すると、付加価値生産性



が約 0.7 上がると推定される。したがって資本装備率を上げること、言い換えれば人の手

で行っている作業を資本に代替させるように、資本装備率の上昇こそが生産性向上の鍵あ

る─と論じている。

●ものづくり白書では、「生産性の向上と設備投資の増加」

として、我が国製造業について、業種別の労働生産性の

伸びと国内設備投資の動向の相関関係をみると、電気機

械や精密機械など労働生産性の伸びが高い業種ほど国内

への設備投資増加の意向をみせる傾向が強く、両者には

正の相関関係がみられる（図 111-23）として低装備では
低付加価値であることを示している。

●なお、筆者は 1986 年 11 月発表の論説「アパレル生産
の現状と今後」（衣生活誌）で、縫製業界の従業員 1 人当
たり有形固定資産と付加価値の相関図を作成して検討を

行ったことを思い出す。繊維・アパレル産業におるこう

した装備費と付加価値生産性の分析が大学の研究や白書などに取り上げられ、ようやく一

般化したなと感じている。

９．アメリカ業界のチャレンジ

現在米繊維・アパレル産業の進めている構造改革は SCM の構築である。米国繊維業界衰

退対策として 2003年繊維・アパレル産業再生の開発プロジェクトとして”ＤＡＭＡ”が

進められた。米国業界はＡＭＴＥＸ（アムテックス：米国繊維・アパレル連携組織）を結

成してＤＡＭＡ（実需対応生産仕組

み）の開発を行ったのである。この

開発で米業界は繊維・アパレル産業

の原材料から消費製品までの全段階

をより速く、より簡素にして、必要

な競争力を持つことを目指すもので

あった。これは次頁に示されるプロ

ジェクトである。この開発結果は現

在のＳＣＭに引き継がれている。そ

して今日、米国業界が直面する中国

輸出繊維製品の追い上げに対して、対中国セーフガード発動については米繊維産業と米ア

パレル産業の意見が一致せず、米政府はこの調整に労しているように見える。こうした中

で、2006 年、米国繊維産業が挑戦に立ち向かう─として伝えられるのは、次のような長期
的政策への転換である。米国への中国のインポートに対するセーフガードの発動と 2 か国
間の双務協定のその後の交渉は、2005 年米国織物生産量が安定するのを手助けした。しか
し、これは短期にはよいように見えるが、米国繊維産業はより多くの長期的脅威と考える

ものに取り組むのに大きな政策転換を政府に要求し続けている。その具体的な産業政策は



今後の課題である。

１０．ＥＵ業界のチャレンジ

ＥＵ織物と衣料産業の概要は、次のように述べられている。織物と衣類のセクタ(または

「T/Cセクタ」)は、ハイテク合繊糸から毛織物まで、綿ベッドリネンから産業用フィルタ
まで、またはおしめからハイファッションまでの多種多様な製品をカバーする多様で、異

質の産業である。最終製品のこの多様性は工業プロセス、企業、または市場構造の多数さ

と一致している。T/C セクタは、2002 年に 200 万人を超える人々を雇用する約 177,000 の
企業で生産された 2000 億ユーロ以上の生産量を持つヨーロッパの製造業の重要な部分で
あり、雇用数は 2004 年 5 月の EU 拡大（EU-15 から EU-25 に拡大）の後に 270 万まで増
大している。織物と衣類は EU-15 における全体の製造付加価値の約 4%と製造業の雇用の
7%を占めている。（注：EU-25 の 2005 年統計では雇用数 2.218.729 人、企業数 154.866 と
なっている）。ヨーロッパの織物と衣類のセクタは技術変革や異なるコストの進展、およ

び重要な国際的な競争相手の出現などの組み合わせにより、最近数年の間に一連の根本的

な変化に左右された。そのような変化は、当分の間続きそうで、2005年 1月 1日に過去 40
年間適用されてきた輸入割当のシステムの最終的な撤廃は外部からの競争付加をもたらす

ことになった。過去の競争挑戦に呼応して、ヨーロッパの織物と衣類の産業はリストラク

チャリング、近代化、および技術進歩の長いプロセスを行った。会社は、大量生産と簡単

なファッション製品を大幅に減らすか、取り止めて、代わりにより高い付加価値による多

種多様な製品に専念することによってそれらの競争力を改善した。さらに、ヨーロッパ製

作者は高いデザイン性を持つ高品質の衣服のためのだけでなく、技術/産業用織物と不織布
(例えば自動車産業または医学のセクタのための産業のフィルタ、ジオテキスタイル、衛

生用製品、または製品)の市場で世界的リーダーである。

競争力は、また、ＥＵ加盟の同意州と候補者国を含めて、主にユーロ－地中海ゾーンのよ



り低い労働コストを持つ国の会社に衣服メーキャップなどの労働集約的な活動に対して下

請け契約または生産設備の移転によって保持されている。EU における織物と衣類セクタ
の競争力優位は品質とデザイン、革新、およびテクノロジーと高付加価値製品の上のフォ

ーカスにおいて現在見出される。同時に、グローバル化と技術進歩は、織物と衣料産業の

クラスタ化戦略を考え直す必要をもたらしていた。いくつかの活動のためにまだ重要な役

割を果たす間に、ローカルで、地区、または地域のレベルでの協力は、ますます、生産の

チェーン

がヨーロ

ッパ市場

に密着し

た地理的

近接にと

どまって

いると保

証するこ

とに不十

分である

ことが判

明した。

従って、そのまさしくその多彩な活動のクラスターリングは、今またより広い地理上の区

域(すなわちユーロ地中海ゾーン)に基づいている。

ヨーロッパ製品は一般にポジティブな品質のマークアップを持っている。等しく、EU 産
業は技術織物などの新製品の開発において主導的役割を持っている。ヨーロッパの織物と

衣類のセクタが、競争力を保つことになっているならば、より高い付加価値製品へのこれ

らの傾向は、引き続き加速される必要がある。

EU が ま
だ織物製

品の世界

最大の輸

出業者で

あ っ て

も、25 か
国体制の

衣類と織

物の産業

は、低価

格の競争

と格闘し

続ける。欧州のテキスタイルメーカーは中国生産の増加が影響して厳しい経営環境が続き、

縮小・撤退する企業が少なくない。例えば、イタリアの苦境と共に、スペインの繊維産業



も厳しい状況になっている。19-20 世紀には繊維工業発祥の地である英国マンチェスター
と肩を並べるほど繊維産業が盛んだったスペイン北東部のカタルーニャ州は、20 世紀末以
降アジアの安値攻勢に押され、衰退の危機に直面しているという。さらにユーロ高で欧州

のテキスタイルメーカーの弱体化が進む。EU 繊維・アパレル産業セクタの変革促進会議
では、産業政策はビジネスが繁栄するように枠組を作成することで果たすべき重要な役割

を持って

いると期

待する。

去る 6 月
9 日欧州
繊維産業

連 盟

（

EURATE
X） は 欧
州繊維産

業の今後

の生き残

り戦略について以下の通り概括した。

● 研究開発活動への更なる注力

● EU の新化学品規制（REACH）案（特に染色整理企業への負担が大きい）等、産業の
競争力を弱めるような環境規制には反対

●輸出拡大のためのWTOラウンド交渉での市場アクセスの改善の達成
●中国からの輸入への対応および中国との連携強化

●知的財産権保護の強化



●成長するテクテキスタイル市場への製品供給の拡大

●産業の利益を守るべく、WTO 交渉、技術開発、人材育成等の各分野での他産業との連
携強化

以上のような項目についてチャレンジして行くという。

１１．２０１８年には繊維産業消滅？

予測小説のジャンルを創始した作家、堺屋太一著「平成三十年」下（平

成 14 年、朝日新聞刊）を読み返してみた。2018 年における産業の浮
沈が取り上げられている。同書の 29頁には次のように記している。「コ
ンピュータ画面に映る表には、尻尾を巻いた負け犬印の下に、鉄鋼、

石油化学、通信機器や映像以外の電子機器、医薬品など、昭和を支え

た産業が並んでいる。繊維や家具雑貨の製造部門はとうの昔にこの国

から姿を消し、負け組にさえ入っていない。」─何とも厳しい話だが、

こうした予測になっていてショックである。

１２．伊業界の「メード・イン・イタリア」プロジェクト

イタリアでは 2005 年 9 月、システマ・モーダ・イタ
リアが「メード・イン・イタリア」プロジェクトを発

表した。イタリアにおいて消費性向への産業の関心は

独立小売業者の有意義な存在により連携された小売り

システムの実存により支えられていた。21 世紀初期の
小売りのシステムは、製作者--小売店--消費者のより強
い相互作用、繊維・衣服生産の全サイクルを通しての

新しい構造（SCM）だけでなく、新しいＩＴを必要と
している。この方向に、投資の大きな流れが動いてお

り、再編成プロジェクトがイタリア各社において生産

パイプラインの至る所で行われている。そしてデザイ

ンにおいて「如何にテクノロジーを芸術へ向かわせる

か」により、生産において「テクノロジー、イノベー

ション、品質／価格」により、小売りにおいて「顧客

に唯一のイメージを届けるために」を、それぞれテー

マにして価値を生み出す─としている。「メード・イ

ン・イタリア」ファッション・システムは、独創を（ル

ネサンスから 21 世紀まで）により、本物を（メード
・イン・イタリア）により、独占性を（イタリア・ラ

イフ・スタイル）により、技術主導を（繊維地場産地）

により、組織効率を（チェーン・モデル）により、品

質／価格を（通貨価値）により実現しようとしている。

右上の図は「メード・イン・イタリア」の構想を示し



ている。

１３．ＥＵ２０２０年繊維・衣服産業ビジョン

欧州では 2020年繊維・衣服産業ビジョンが EURATEX（欧州繊維産業連盟）から 2004年 6
月に発表された。中国よりの輸入品の攻勢に生き残りをかけ、工業生産のコモディティ化

による価格崩壊に対処し、繊維・アパレル製品の価値を高めるために、次の技術基盤を構

築し、産業のあるべき方向を描いて、2020年ビジョンが策定されている。
●３つの技術基盤構築

①コモディティを脱却し、柔軟なハイテク繊維製品

による特殊化高付加価値技術基盤

②従来型適用分野（衣服やインテリア）から脱却拡

大し、環境などを含めた新たな広い適用分野を開拓

し、適用選択素材としてのテキスタイルの技術基盤

③繊維製品大量生産時代を終わらせ、カスタマイゼ

ーション、パーソナル化、知的な生産、ロジスティ

クス、および流通の新しい枠組みへの技術基盤

をそれぞれ確立するとしている。

●大量生産からカスタマイゼーションへ

不特定多数の消費者を相手に見込みで大量生産し、

その製品はコモディティ化して価格崩壊し、多大な

産業ロスを発生させている。そこで大量生産を止めて、パーソナル・カスタマイゼーショ

ンを行って、顧客満足度を高め、見込み生産での売れ残り産業ロスをなくす。顧客への地

理的、文化的に近接した欧州の立地は EU 繊維・衣服産業にとって最良の位置にある。こ
れを実現するには、顧客ニーズと好みをよりよく把握し、利用し、管理するためのテクノ

ロジーにおける最近の進歩、高性能 CAD、バーチャルなプロトタイプ・ソリューション、
柔軟なカスタマイズされた生産システム、知的なロジスティクス、インターネット通信シ

ステム等によって可能となる─と説明している。

１４．日本の進路とは

アメリカ繊維・アパレル産業は衰退に対して長期的脅威となるものに挑戦する方向であ

り、欧州では 2020 年ビジョンが打ち出されている。日本の進路についても考えなければ
ならない。

●朝日新聞の安井孝之編集委員は、日本の進路について論じているが、筆者が要約すると

次のようである。「日本産業の競争力は中国や韓国などアジアの新興国の追い上げにより

比較劣位となっている。これを比較優位に高めるには高付加価値のモノやサービスによる

競争で、ナンバーワン、オンリーワンの分野を増やす」こととして、その事例に「ホール

ガーメント（無縫製ニット）」を取り上げて、「９５年に島精機製が商品化したときには欧

米のアパレルメーカーが”産業革命に匹敵する発明”と評価し、エルメスやグッチなど海

外ブランドがこの編み機を導入し、これまで４０００台売れ、うち２８００台が欧米市場



に、１２００台が国内で稼働中だが、国内アパレル業者の動きはまだ鈍い」という。そし

て、同氏の指摘する国際競争力を高めるための日本の課題は、

①付加価値の高いモノ作りのために、製造現場の力を鍛え伸ばすこと

②世界的な知のネットワークを広げ、高水準の技術革新を維持すること

③知的財産の保護制度の確立や、技術の国際標準づくりに向けて、日本が主導的な役割を

果たすこと─となっている。

●筆者は繊維学会編「繊維便覧 第 3 編」（丸善刊）に縫製の
技術革新として次のように述べた。「国内縫製が生き残れる世

界初の画期的開発が行われた。島精機製作所の「完全無縫製型

横編機」であり、生地裁断や縫製などの工程を不要にして、編

み糸から直接に服を編み上げる自動装置である。縫製の労働集

約作業を装置作業に一挙に変革するものである。この装置はニ

ットウエアに対するものであるが、三宅一生の A-POC(エイポ
ック)のプロジェクトは、「無縫製型衣服直織装置」の開発を目

指すもので、山梨県の実験工房で研究されている。糸から直接

作る製法の無縫製のもたらす効果は、サイズや素材を自在に変えられることで消費者の多

様な好みに対応でき、手作業を極力省き、生地在庫も不要で、「個の大量生産」が実現さ

れる。製品の付加価値を高めて競争力を強化するとともに、この衣服革新は、高度のマル

チレスポンス（顧客の多様度への対応）を実現するものと期待される。縫製の生き残りに

無縫製が道を開くというのは皮肉なことだが、変革とは本来そういうものかと感じさせら

れる」─こうした記述が今日現実化しており、三宅一生の「無縫製」（ニット）は、オン

ワード樫山が新ブランド「ジェリープラス」として2007年春発売するという。

１５．モード・ジャパンの可能性

日本業界のファッション発信の動きとは別に、パリの本場で日本のモード革新のデザイナ

ーの活躍が評価されて、モード・ジャパンの可能性が光り輝く。しかし、これは個々のデ

ザイナー、個々のブランドとしてまだらに光るだけで、日本の業界が全体として評価され

ているかというと全く評価されていないのが現実のようだ。先進国の中で、日本ほど衣類

の輸出の少ない国はないといわれているほどである。

海外からの日本のモードへの関心がクールビズに向けられているというニュースが伝えら

れた。日本のクールビズを英国でも－。７月の最高気温を更新するなど猛暑の英国で、最

大のナショナルセンター、労働組合会議（ＴＵＣ）が企業に対し、夏の間、日本に倣って

ネクタイなどの服装規定を緩めるよう求める運動を始めたということである。このクール

ビズの提唱と成功で小池百合子環境相がＦＥＣ賞（日本ファッション・エディターズ・ク

ラブ主催）特別賞を受賞した。日本ファッション業界に関係のない人が受賞し、英国の反

響もあったということは考えさせられる。

モード・ジャパンを代表する川久保玲さん、山本耀司氏は西洋流の均整美や優雅さに疑義

を投げかけ、三宅一生氏は一枚の布の可能性に挑戦するという革新性が光る。これに対し

て、日本趣味で服の本場に刺激を与えた森英恵さんは穏やかで心地よい旧来の服の路線に



沿うもので革新性に乏しいと

いわれた。生き残りには、イ

ノベーションを要する。これ

は西洋美術史のルネサンスか

らバロックへの転換によく似

ていると思われる。ルネサン

スのコンセプトは「調和と秩

序」とされ、次のバロックは

「対立と闘争」といわれるよ

うに、森さんはルネサンス式

モード、革新性モードはバロ

ック式ということができるだ

ろう。今日は革新性が求められている。しかし、国内では革新性が評価されない。あたか

も西洋でバロックが長い間、異様なもので一段低い評価しかされなかったという史実とよ

く似てる。2006年 9月の「東京発 日本ファッション・ウィーク（ＪＦＷ）」の開催に当

たり、ＪＦＷ実行委員で、イッセイミヤケ・太田伸之社長は「日本の市場は『売れるかど

うか』が最優先され、新進ブランドが世に出づらい」と説明したという。百貨店などでは

これまで、面白いものへの投資を惜しまない欧米と異なり、バイヤーが目新しいブランド

を見つけても、売り上げ予測が読み切れず、結局、世評の通ったブランドを選択するケー

スが少なくなかったと伝えている。また、繊維・ファッション産業の支援体制が構築され

る中で、本来の「創」「匠」｢商｣連携に向けようやく本格スタートしたＪＦＷ（東京発

日本ファッション・ウィーク）だが、その三位一体の道は残念ながら遠そうだとも報じら

た。２回目の「東京発 日本ファッション・ウィーク（ＪＦＷ）」は、国内では前回以上

の関心を集めたものの、課題も残された。海外の報道関係者は８０人ほどに増えたが、バ

イヤーは前回の１０人が２０人に増えただけだった。招待した世界のファッション界に影

響力を持つインターナショナル・ヘラルド・トリビューン紙のスージー・メンキスさんも

「日本のデザイナーの成長を感じた」としながら、「世界を目指すには、国内だけでなく

アジアの著名なデザイナーを呼ぶことが必要」と、“看板”不足を指摘した。また、ＪＦ

Ｗ後の支援の重要性を訴える意見もあった。期間中、新進デザイナーの合同ショーを開い

た「アンビアンス」の主宰者、荒木節子さんは「ショーをしても、ブランドが定着しない。

欧米と違って短期間で売り上げという結果を求めるバイヤーが多いためだ。お金は無いが

アイデアはあるというデザイナーが育たない」と漏らした。将来のＪＦＷの質を左右する

問題だけに、運営とは別に耳を傾けるべきかもしれないと指摘もされた。モード・ジャパ

ンの可能性はあるが、国内では育ちにくいといえるだろう。ＪＦＷの大きな課題の一つに

海外での知名度の低さがあると指摘される。ニューヨーク、パリなど世界のファッション

カレンダーの先陣を切った第３回のコレクション（2006年 9月 4－ 8日開催）には、JETRO
（日本貿易振興機構）の呼び掛けにより海外からの来場者も増加。ファッション戦略会議

事務局の発表によると、来場した海外メディアは、台湾や中国、韓国などのアジア勢をは

じめ、AP、ロイターなどの通信社を含む報道陣約 130人。雑誌では、英「i-D」、「TIME」、
仏「ロフィシエル」などの著名誌も取材に訪れたという。バイヤーでは約 50 人が来場し



たという。とはいえ、今回海外から訪れたバイヤーの多くは中国などのアジア圏が中心。

ＪＦＷの魅力を高めるためには、ファッション先進国である欧米地域からのバイヤーを呼

び込む「実力」を培う必要がありそうだと報じられた。つまり、世界への発信は始まった

ばかりという感じなのである。

１６．最後に筆者の主張：「客業生産」

これまでに繊維・アパレル産業の今後に関して各種のビジョン、戦略、進路、政策を紹介

してみた。筆者は拙著「チェックリストによる 少量・短納期生産 モデル縫製工場 実

践ガイド」に論じたように、生産そのものが「工業生産」から「客

業生産」へシフトして行くという立場である。例えば、付加価値

を高める「装備率との相関」の研究についても、そのデータは工

業生産からのものであれば、対策は当然工業生産内のものとなり、

中国の工業生産との太刀打ちは困難である。生産の直面する最大

のリスクにコモディティ化がある。コモディティ化とは、高価だ

った製品が、新しい製造・販売・流通形態の確立によって、一般

消費財のように安く手に入れられ、日用品化する意味で用いられ

ている。そして工業製品が今日のようにアリキタリで有難味のな

いコモディティ（日用品）化により価格崩壊となれば、産業とし

ては破綻してしまうので、生産の在り方の見直しが先ず必要となる。 ここでは工業生産

そのものが問われている。「脱工業社会」に関心が集まっている理由であり、その生産を

筆者は「客業生産」と呼んでいる。これはパーソナル・カスタマイゼーションを実現する

生産のことである。まさに欧州ビジョンが目指している「大量生産からカスタマイゼーシ

ョンへ」と合致する考え方だと思っている。「客業生産」は 2002 年の造語であるが、この
生産パラダイムが欧州のビジョンに見られることは感慨深いものがある。

[PDF]
「日本の JUKI と中国上工
企業について」著者：鹿児

島国際大学助教授 康賢淑

経済学博士は、「客業生産」

造語の経緯を左図のように

紹 介 さ れ て い る 。

（http://rio.andrew.ac.jp/
cms/20050924kang.pdf）

21 世紀の生産が「工業生産（Industry）」から「客業生産（Ordustry）」に変革して行くこと
が立証されるものと信じている。 【おわり】


